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助成金を受ける心構え



公的資金を使用しているものとして、倫理を自覚し、
透明性のある活動運営と適切な会計処理を行うことが
重要です。
不正な受給や使用等の不正行為は青少年教育活動 
全体に対する信頼を損ねます。

■　会計処理は、日々、適切に行うこと。
■　�支払いはできるだけ銀行振込みとし、謝金・個人に支払う旅費は必ず銀行振込みとす

ること。
■　会計処理は、担当者以外に複数人でチェックできる体制を整えて行うこと。
■　経理担当者とは別に監査担当者を設け、会計処理の監査体制を明確にすること。

【不正な会計処理等の例】
・　水増し又は架空の領収書を作成している。
・　他の団体や会社の印を偽造し領収書を作成している。
・　�領収書の金額欄を空欄にして、記名のみを支払相手方に依頼し、後日、団体で金額を記入し

ている。
・　団体による領収書の但し書きへの加筆が行われている。

このような不正受給は、書類の偽造により公金を詐取しようとする
詐欺罪（刑法第246条）にあたります。

助成金を受ける心構え

1 適正な会計処理の徹底
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■　�領収書、振込明細、レシート（以下、「領収書等」という。）は、助成活動に係る経費
が適切に執行されたことを証明するために必要な書類である。活動終了後の実績報告
や助成活動調査（監査）の際に確認するため、該当の領収書等は必ず保管すること。

■　�領収書等だけでは経費の内容が確認できない場合、請求書、納品書等にて内容を確認
するため、これらの書類も領収書等同様、必ず保管すること。

■　�銀行振込みによる支払いの場合は、支払額が確認できる振込明細（利用明細票等）や
通帳の写しと、その根拠となる請求書、納品書等の写しも提出が必要となる場合があ
るため、これらの書類も必ず保管すること。

■　�領収書等の経費に関する書類は、支払日順に整理し、A4用紙タテの台紙に領収書等全
体が見えるよう折りたたんだり重ねたりせずに貼付して保管すること。

■　�保管期限は、助成活動の完了の日の属する年度の終了後５年間である。
■　�助成活動完了後に代表者の交代・団体の解散をした場合は、必ず関係書類及びこれら

に係る電子データ（以下「関係書類等」という。）を引き継ぐ・保管者を明確にする
等、関係書類等の所在を明らかにすること。

■　�子どもゆめ基金では、その目的を達成するため、助成活動の実施状況や経理状況及び
助成活動の関係書類等について、必要に応じて報告書等内容が明示されている書類や
電子データ等の提出を求めるとともに、職員を直接事務所等に派遣する調査を行って
いる。

■　�上記方法の他、調査票による調査も行っている。この調査は個人や施設及び支払先と
いった関係機関へ直接郵送にて行われる。

■　�調査の結果、虚偽の報告が発覚する、領収書等の確認が取れない等の場合、助成金の
返還を求めることがある。

【助成金を返還することとなった事例】
　・�対象外経費の領収書等が確認できなかったことにより、助成金の確定額が大幅減額となった。
　・�募集用チラシの大半が助成活動以外の活動であったことが発覚し、チラシの印刷費を計上で

きない経費として取扱ったことにより、助成金の確定額が大幅減額となった。
　・�他団体からの助成金等を収入に計上しなかったことにより、助成金の確定額が減額となった。

2 関係書類等の管理保存

3 助成活動調査
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■　�虚偽の申請や報告による助成金の不正受給、申請書・実績報告書への虚偽の記載は絶
対に許されない行為である。

■　�子どもゆめ基金は、当該年度の助成金の返還を求めるだけでなく、過去に遡って調査
を行い、不正受給や虚偽報告等があれば返還を求める。

■　�不正等により助成金を返還する場合は、子どもゆめ基金助成金交付要綱（以下「交付
要綱」という。）第21条第１項に基づき、返還額の年10.95％で計算した加算金を上乗
せして返還しなければならない。

■　�当該不正等の内容に応じて、５年間を上限に助成対象団体から除外するとともに、除
外期間が５年間となった団体の団体名、代表者名等を公表する。

■　�このような不正があった場合、上記のような助成金の返還や、申請の制限だけでなく、
警察への相談や刑事告訴等を行う場合もある。

4 不正受給・虚偽報告等への措置
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子どもゆめ基金助成金交付要綱 

 

 

平成１３年４月１１日 

独立行政法人国立青少年教育振興機構規程第４－１号 

平成１３年１１月１２日 

一 部 改 正 

平成１４年６月１２日 

一 部 改 正 

平成１８年４月１日 

一 部 改 正 

平成１９年３月２２日 

一 部 改 正 

平成２１年２月２７日 

一 部 改 正 

平成２４年８月２８日 

一 部 改 正 

令和２年３月３０日 

一 部 改 正 

令和２年７月３１日 

一 部 改 正 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 正 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 正 

 

 

 

 

 （趣 旨） 

第１条 この要綱は、独立行政法人国立青少年教育振興機構（以下「機構」という。）が機

構業務方法書（平成１８年４月１日文部科学省改正認可）第１１条に基づき、子どもゆめ

基金助成金（以下「助成金」という。）の交付に関して、必要な事項を定める。 

 

 （交付の目的） 

第２条 助成金の交付の目的は、青少年のうちおおむね１８歳以下の者（以下「子ども」と

いう。）の自然体験活動の振興を図る活動等の民間の諸活動を支援し、子どもの健全な育

成の一層の促進を図るものである。 

 

 （交付の対象及び助成金の額） 

第３条 機構理事長（以下「理事長」という。）は、青少年教育に関する団体（以下「助成

対象団体」という。）が行う次に掲げる活動（以下「助成活動」という。）を実施するた

めに必要な経費のうち、助成金の対象として理事長が認める経費（以下「助成対象経費」

という。）について、予算の範囲内で助成金を交付する。 

（１）子どもの自然体験活動、社会奉仕体験活動その他の体験活動の振興を図る活動 

（２）子どもを対象とする読書会の開催その他の子どもの読書活動の振興を図る活動 

（３）インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて提供することができる

子ども向けの教材の開発・普及を図る活動 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する活動は助成金の交付の対象としない。 

（１）営利を目的とする活動 

（２）下部組織を有する団体の専ら下部組織に対する財政支援を目的とする活動 

（３）他の団体への助成活動 

（４）宗教的又は政治的宣伝意図を有する活動 

（５）民法（明治２９年法律第８９号）第９０条に規定する公序良俗に反する活動 

（６）その他理事長が別に定める活動 

３ 助成対象団体とは、次の各号に該当する団体で、当該団体が自ら主催し、前条の目的に

沿った活動を行う団体をいう。 

（１）公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人又は一般財団法人 

（２）特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）により設立された法人 

（３）前二号以外の法人格を有する団体（次に掲げる団体を除く。） 

イ 国又は地方公共団体 

ロ 法律により直接に設立された法人 

ハ 特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人 

（４）その他法人格を有しないが、助成活動を実施するための体制を有すると理事長が認

めた団体 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する団体は助成金の交付の対象としない。 

（１）団体構成員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七

十七号。以下「暴力団対策法」という。）第二条第六号に規定する暴力団員（以下、こ

の号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴力団対策法第二条第二号に規定する暴力団をいう。以下この号において

同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

（３）団体構成員が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（４）団体構成員が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

（５）団体構成員が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

５ 助成対象経費及び助成金の額は、別に定める。 

６ 助成の対象となる助成活動の期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの一会計年

度とする。 

 

 （申請書） 

第４条 助成金の交付の申請をしようとする助成対象団体は、活動に関する別に定める助成

金申請書を理事長に提出するものとする。 

２ 前項の申請書の提出時期については、理事長が別に定める。 

 

第５条 削除 

     

第６条 削除 

     

  （交付決定及び通知） 

第７条 理事長は、第４条第１項の申請書に基づいて、子どもゆめ基金審査委員会の審査を

経て、助成金の対象となる助成活動及び交付する額（以下「交付決定額」という。）を決

定し、その助成対象団体に対し、交付決定額を別に定める助成金交付決定通知書により通

知するものとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する活動は助成金の交付の対象としない。 

（１）営利を目的とする活動 

（２）下部組織を有する団体の専ら下部組織に対する財政支援を目的とする活動 

（３）他の団体への助成活動 

（４）宗教的又は政治的宣伝意図を有する活動 

（５）民法（明治２９年法律第８９号）第９０条に規定する公序良俗に反する活動 

（６）その他理事長が別に定める活動 

３ 助成対象団体とは、次の各号に該当する団体で、当該団体が自ら主催し、前条の目的に

沿った活動を行う団体をいう。 

（１）公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人又は一般財団法人 

（２）特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）により設立された法人 

（３）前二号以外の法人格を有する団体（次に掲げる団体を除く。） 

イ 国又は地方公共団体 

ロ 法律により直接に設立された法人 

ハ 特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人 

（４）その他法人格を有しないが、助成活動を実施するための体制を有すると理事長が認

めた団体 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する団体は助成金の交付の対象としない。 

（１）団体構成員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七

十七号。以下「暴力団対策法」という。）第二条第六号に規定する暴力団員（以下、こ

の号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴力団対策法第二条第二号に規定する暴力団をいう。以下この号において

同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

（３）団体構成員が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（４）団体構成員が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

（５）団体構成員が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

５ 助成対象経費及び助成金の額は、別に定める。 

６ 助成の対象となる助成活動の期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの一会計年

度とする。 

 

 （申請書） 

第４条 助成金の交付の申請をしようとする助成対象団体は、活動に関する別に定める助成

金申請書を理事長に提出するものとする。 

２ 前項の申請書の提出時期については、理事長が別に定める。 

 

第５条 削除 

     

第６条 削除 

     

  （交付決定及び通知） 

第７条 理事長は、第４条第１項の申請書に基づいて、子どもゆめ基金審査委員会の審査を

経て、助成金の対象となる助成活動及び交付する額（以下「交付決定額」という。）を決

定し、その助成対象団体に対し、交付決定額を別に定める助成金交付決定通知書により通

知するものとする。 

２ 前項の通知を受けて当該助成活動を行う助成対象団体を助成活動団体という。（以下 同

じ。） 

３ 理事長は、第１項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、助成金の

交付の申請に係る事項につき修正を加えて助成金の交付の決定をすることができる。 

４ 前項の規定により助成金の交付の申請に係る事項につき修正を加えてその交付の決定を

するに当たっては、その申請に係る当該助成活動の遂行を不当に困難とさせないものとす

る。 

 

 （交付の条件） 

第８条 理事長は、助成金の交付の決定をする場合において、助成金の交付の目的を達成す

るため必要があるときは、条件を附すことができる。 

２ 助成金の交付の決定に附する条件は、公正なものとし、助成金の交付の目的を達成する

ため必要な限度をこえて不当に助成活動団体に対し干渉をするようなものであってはなら

ない。 

 

 （交付申請の取下げ） 

第９条 第７条第１項の規定による通知を受領した助成対象団体は、当該通知に係る助成金

の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、交付の決定の通知を受

領した日から１４日以内に別に定める助成金交付申請取下書により申請の取下げをするこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象団体の自己都合により取り下げる場合は、その原因

となる事実が発生した後、速やかに行わなければならない。 

３ 前２項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付の決定

は、なかったものとみなす。 

 

 （事情変更による決定の取消等） 

第１０条 理事長は、助成金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により

特別の必要が生じたときは、助成金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はそ

の決定の内容若しくはこれに附した条件を変更することができる。ただし、助成活動のう

ちすでに経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 理事長が前項の規定により助成活動の交付の決定を取り消すことができる場合は、天災

地変その他助成金の交付の決定後生じた事情の変更により助成活動の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合に限る。 

３ 理事長は、第１項の規定による助成金の交付の決定の取消しにより特別に必要となった

事務又は活動に対しては、理事長が認めた場合に限り、助成金を交付するものとする。 

４ 第７条第１項の規定は、第１項の行為をした場合について準用する。 

 

 （計画変更の承認） 

第１１条 助成活動団体が、助成活動の内容及び経費の変更（理事長が別に定める軽微な変

更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ助成金計画変更承認申請書を理事長に提

出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による助成金計画変更承認申請書を受理した場合において、これ

を審査し、計画の変更を承認することに決定したときは、別に定める助成金計画変更承認

通知書により、助成活動団体に通知するものとする。 

３ 理事長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付の決定の内容を変更し、又

は条件を附すことができる。 
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 （助成活動の廃止の承認） 

第１２条 助成活動団体は、助成活動を廃止しようとするときは、あらかじめ別に定める助

成金計画廃止承認申請書を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による助成金計画廃止承認申請書を受理した場合において、これ

を審査し、廃止を承認することに決定したときは、別に定める助成金計画廃止承認通知書

により、助成活動団体に通知するものとする。 

 

 （助成金の使用制限） 

第１３条 助成活動団体は、助成金を助成活動に直接必要な経費にのみ使用しなければなら

ない。 

 

（助成活動の遂行等の命令） 

第１４条 理事長は、助成活動が助成金の交付の決定の内容又はこれに附した条件に従って

遂行されていないと認めるときは、その助成活動団体に対し、これらに従って当該助成活

動を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 理事長は、助成活動団体が前項の命令に従わないときは、その助成活動団体に対し、当

該助成活動の遂行の一時停止を命ずることができる。 

 

（支払申請） 
第１５条 助成活動団体が、助成金の支払いを申請するときは、別に定める助成金支払申請

書を理事長に提出しなければならない。  
 

 （状況報告） 

第１６条 助成活動団体は、助成活動の遂行及び収支状況について理事長の要求があったと

きは、すみやかにその状況を理事長に報告しなければならない。 

 

 （助成活動の遅延等） 

第１６条の２ 助成活動団体は、助成活動が予定の期間内に完了することができないと見込

まれる場合（理事長が別に定める軽微な変更を除く。）又は助成活動の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに理事長に報告してその指示を受けなければならない。 

 

 （実績報告） 

第１７条 助成活動団体は、助成活動が完了したとき（第１２条第２項の規定による助成活

動の廃止の承認を受けたときを含む。以下同じ。）は、その日から３０日を経過した日又

は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに別に定める助成活動実績報告書を理事長に

提出しなければならない。 

２ 第３条第１項第３号の活動を行う助成活動団体に対する助成活動の完了の適用について

は、前項中「助成活動が完了したとき（第１２条第２項の規定による助成活動の廃止の承

認を受けたときを含む。以下同じ。)」とあるのは「当該教材の開発が完了し、かつ普及活

動を開始したとき（第１２条第２項の規定による助成活動の廃止の承認を受けたときを含

む。以下同じ。）」とする。 

３ 第１項の提出期日について、理事長の別段の承認を受けたときは、理事長が別に定める

期日によることができる。 

 

 （助成金の額の確定等） 

第１８条 理事長は、前条の報告を受けた場合においては、報告書の書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、その報告に係る助成活動の実施結果が助成金の交付の内容

（第１１条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに附した条件に適
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 （助成活動の廃止の承認） 

第１２条 助成活動団体は、助成活動を廃止しようとするときは、あらかじめ別に定める助

成金計画廃止承認申請書を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による助成金計画廃止承認申請書を受理した場合において、これ

を審査し、廃止を承認することに決定したときは、別に定める助成金計画廃止承認通知書

により、助成活動団体に通知するものとする。 

 

 （助成金の使用制限） 

第１３条 助成活動団体は、助成金を助成活動に直接必要な経費にのみ使用しなければなら

ない。 

 

（助成活動の遂行等の命令） 

第１４条 理事長は、助成活動が助成金の交付の決定の内容又はこれに附した条件に従って

遂行されていないと認めるときは、その助成活動団体に対し、これらに従って当該助成活

動を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 理事長は、助成活動団体が前項の命令に従わないときは、その助成活動団体に対し、当

該助成活動の遂行の一時停止を命ずることができる。 

 

（支払申請） 
第１５条 助成活動団体が、助成金の支払いを申請するときは、別に定める助成金支払申請

書を理事長に提出しなければならない。  
 

 （状況報告） 

第１６条 助成活動団体は、助成活動の遂行及び収支状況について理事長の要求があったと

きは、すみやかにその状況を理事長に報告しなければならない。 

 

 （助成活動の遅延等） 

第１６条の２ 助成活動団体は、助成活動が予定の期間内に完了することができないと見込

まれる場合（理事長が別に定める軽微な変更を除く。）又は助成活動の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに理事長に報告してその指示を受けなければならない。 

 

 （実績報告） 

第１７条 助成活動団体は、助成活動が完了したとき（第１２条第２項の規定による助成活

動の廃止の承認を受けたときを含む。以下同じ。）は、その日から３０日を経過した日又

は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに別に定める助成活動実績報告書を理事長に

提出しなければならない。 

２ 第３条第１項第３号の活動を行う助成活動団体に対する助成活動の完了の適用について

は、前項中「助成活動が完了したとき（第１２条第２項の規定による助成活動の廃止の承

認を受けたときを含む。以下同じ。)」とあるのは「当該教材の開発が完了し、かつ普及活

動を開始したとき（第１２条第２項の規定による助成活動の廃止の承認を受けたときを含

む。以下同じ。）」とする。 

３ 第１項の提出期日について、理事長の別段の承認を受けたときは、理事長が別に定める

期日によることができる。 

 

 （助成金の額の確定等） 

第１８条 理事長は、前条の報告を受けた場合においては、報告書の書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、その報告に係る助成活動の実施結果が助成金の交付の内容

（第１１条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに附した条件に適

合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、別に定める助成金額確定通知書

により、当該助成活動団体に通知するものとする。 

 

 

 （助成金の交付決定の取消し） 

第１９条 理事長は、次の各号に該当する場合は、第７条第１項の規定による助成金の交付

の決定（第１１条第３項の規定による変更の交付の決定を含む。以下同じ。）の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（１）助成金の交付の申請、計画変更及び実績報告等の手続きについて虚偽の申告、不正

の事実があった場合 

（２）助成活動団体が助成金を助成活動以外の用途に使用した場合 

（３）助成活動団体が助成活動に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（４）助成活動の遂行が、助成金の交付の決定の内容又はこれに附した条件に違反してい

ると認められる場合 

（５）交付の決定後生じた事情の変更等により、助成活動の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合 

（６）助成活動団体が、第２４条に規定する調査等を正当な理由なく拒み、妨げ、忌避し、

又は調査等に対し虚偽の回答をした場合 

（７）助成活動団体が、他の活動について助成金の交付の決定を取り消された場合。 

（８）その他この要綱及び機構が別に定めるところに違反したと認められる場合 

２ 前項の規定は、助成活動について交付すべき助成金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 理事長は、前２項の規定による取消しをした場合は、別に定める助成金交付決定取消通

知書により、助成活動団体に通知するものとする。 

 

 

 （助成金の返還） 

第２０条 理事長は、前条第１項及び第２項の規定による助成金の交付の決定を取り消した

場合において、当該取り消しに係る部分に関し、すでに助成金が交付されているときは、

期限を定めて、当該助成金の全部又は一部の返還を別に定める助成金返還命令書により、

当該助成活動団体又はその代表者個人に命令するものとする。 

２ 第１８条の規定による交付すべき助成金の額を確定した場合において、すでにその額を

こえる助成金が交付されているときも同様とする。 

３ 前２項の助成金返還命令を当該助成団体宛に命令した場合であっても、当該助成活動団

体が解散、若しくは活動を休止した場合は当該助成活動団体の代表者個人が前２項の責を

負うものとする。 

 

 （加算金及び延滞金） 

第２１条 助成活動団体は、前条第１項の規定により助成金の返還を命ぜられたときは、そ

の命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一

部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．

９５％の割合で計算した加算金を機構に納付しなければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に該当するときは、その定めるところにより取り扱うものとす

る。 

（１）助成金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の適用は、返還を命ぜ

られた額に相当する助成金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜら

れた額がその日に受領した額をこえるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順

次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする 
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（２）前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、助成活動団体の

納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当

該返還を命ぜられた助成金の額に充てられたものとする 

３ 助成活動団体は、助成金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

次の各号に定める延滞金を機構に納付しなければならない。 

（１）前条第１項の規定により助成金の返還を命ぜられたときは、納期日の翌日から納付

の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した金額 

（２）前条第２項の規定により助成金の返還を命ぜられたときは、納期日の翌日から納付

の日までの日数に応じ、その未納付額につき年５％の割合で計算した金額 

また、返還を命ぜられた助成金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の

翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除し

た額によるものとする 

４ 理事長は、第１項及び前項の場合において、助成活動団体の申請により、やむを得ない

事情があると認めたときは、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

５ 当該助成活動団体が解散、若しくは活動を休止した場合は当該助成活動団体の代表者個

人が第１項及び第３項の責を負うものとする。 

 

 （他の助成金の一時停止等） 

第２２条 理事長は、助成活動団体が助成金の返還を命ぜられ、当該助成金、加算金又は延

滞金の全部又は一部を納付しない場合において、当該助成活動団体に対して、他の助成活

動について交付すべき助成金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、

又は当該助成金と未納付額とを相殺することができる。 

 

 （助成金の経理） 

第２３条 助成活動団体は、助成活動についての収支簿を備え、他の経理と区分して助成活

動の収入額及び支出額を記載し、また、当該収入及び支出の内容を証する領収証書等関係

書類を整理して、助成金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 助成活動団体は、前項の収支簿及び関係書類並びにこれらに係る電子データ等を助成活動

の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

３ 第３条第１項第３号の活動を行う助成活動団体に対する助成活動の完了の日については、

前項中「助成活動の完了の日」とあるのは「当該教材の開発が完了し、かつ普及活動を開

始した日」とする。 

 

 （調査等） 

第２４条 理事長は、助成金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、助成活動

団体に対して報告をさせ、又は機構の職員にその事務所等に立ち入り、収支簿及び関係書

類並びにこれらに係る電子データ等を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 理事長は、前項の規定による調査等により、当該助成活動が助成金の交付の決定の内容

又はこれに附した条件に適合していないと認めるときは、助成活動団体に対し、これに適

合させるための措置を指示することができる。 

３ 助成活動団体は、前項の規定による指示を受けたときは、これを誠実に遵守しなければ

ならない。 

 

 

（裁判管轄） 

第２４条の２ この要綱に関する訴えの管轄は、独立行政法人国立青少年教育振興機構本部

の所在地を管轄区域とする東京地方裁判所とする。 
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（２）前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、助成活動団体の

納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当

該返還を命ぜられた助成金の額に充てられたものとする 

３ 助成活動団体は、助成金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

次の各号に定める延滞金を機構に納付しなければならない。 

（１）前条第１項の規定により助成金の返還を命ぜられたときは、納期日の翌日から納付

の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した金額 

（２）前条第２項の規定により助成金の返還を命ぜられたときは、納期日の翌日から納付

の日までの日数に応じ、その未納付額につき年５％の割合で計算した金額 

また、返還を命ぜられた助成金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の

翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除し

た額によるものとする 

４ 理事長は、第１項及び前項の場合において、助成活動団体の申請により、やむを得ない

事情があると認めたときは、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

５ 当該助成活動団体が解散、若しくは活動を休止した場合は当該助成活動団体の代表者個

人が第１項及び第３項の責を負うものとする。 

 

 （他の助成金の一時停止等） 

第２２条 理事長は、助成活動団体が助成金の返還を命ぜられ、当該助成金、加算金又は延

滞金の全部又は一部を納付しない場合において、当該助成活動団体に対して、他の助成活

動について交付すべき助成金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、

又は当該助成金と未納付額とを相殺することができる。 

 

 （助成金の経理） 

第２３条 助成活動団体は、助成活動についての収支簿を備え、他の経理と区分して助成活

動の収入額及び支出額を記載し、また、当該収入及び支出の内容を証する領収証書等関係

書類を整理して、助成金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 助成活動団体は、前項の収支簿及び関係書類並びにこれらに係る電子データ等を助成活動

の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

３ 第３条第１項第３号の活動を行う助成活動団体に対する助成活動の完了の日については、

前項中「助成活動の完了の日」とあるのは「当該教材の開発が完了し、かつ普及活動を開

始した日」とする。 

 

 （調査等） 

第２４条 理事長は、助成金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、助成活動

団体に対して報告をさせ、又は機構の職員にその事務所等に立ち入り、収支簿及び関係書

類並びにこれらに係る電子データ等を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 理事長は、前項の規定による調査等により、当該助成活動が助成金の交付の決定の内容

又はこれに附した条件に適合していないと認めるときは、助成活動団体に対し、これに適

合させるための措置を指示することができる。 

３ 助成活動団体は、前項の規定による指示を受けたときは、これを誠実に遵守しなければ

ならない。 

 

 

（裁判管轄） 

第２４条の２ この要綱に関する訴えの管轄は、独立行政法人国立青少年教育振興機構本部

の所在地を管轄区域とする東京地方裁判所とする。 

 

 （その他） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

    附 則 

 １ この要綱は、平成１３年４月１１日から適用する。 

 ２ 第３条第５項の規定にかかわらず、平成１３年度の助成の対象となる助成活動の期間

は、平成１３年４月１１日から平成１４年３月３１日までとする。 

 

    附 則（平成１３年１１月１２日一部改正） 

 １  この要綱は、平成１３年１１月１２日から適用する。 

 ２ 改正後の要綱第１６条の２、第１７条第２項、第３項及び第２３条第３項の規定は、

平成１３年度分の助成金から適用する。 

 

  附 則（平成１４年６月１２日一部改正） 

 １ この要綱は、平成１４年６月１２日から適用する。 

 ２ 改正後の要綱様式第５・１０号は、平成１４年度分の助成金から適用する。 

 

  附 則（平成１８年４月１日一部改正） 

 この要綱は、平成１８年度分の助成金から適用する。 

 

  附 則（平成１９年３月２２日一部改正） 

 この要綱は、平成１９年３月２２日から適用する。 

 

  附 則（平成２１年２月２７日一部改正） 

 この要綱は、平成２１年２月２７日から適用する。 

 

  附 則（平成２４年８月２８日一部改正） 

 この要綱は、平成２５年度分の助成金から適用する。 

 

  附 則（令和２年３月３０日一部改正） 

 この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

 

  附 則（令和２年７月３１日一部改正） 

 この要綱は、令和２年８月１日から適用する。 

 

附 則（令和３年４月１日一部改正） 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 
 

附 則（令和４年４月１日一部改正） 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 
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子どもゆめ基金助成金子どもの体験活動・読書活動助成要領 
 

平成１３年４月１１日 
独立行政法人国立青少年教育振興機構規程第４－２号 

平成１３年１１月１２日 

一 部 改 正 

平成１４年８月９日 

一 部 改 正 

平成１５年８月２７日 

一 部 改 正 

平成１６年５月２５日 

一 部 改 正 

平成１７年４月１３日 

一 部 改 正 

平成１７年９月１日 

一 部 改 正 

平成１８年４月１日 

一 部 改 正 

平成１９年８月７日 

一 部 改 正 

平成２１年９月８日 

一 部 改 正 

平成２２年８月３０日 

一 部 改 正 

平成２３年８月３０日 

一 部 改 正 

平成２４年１２月２６日 

一 部 改 正 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 正 

令和４年６月３０日 

一 部 改 正 

 
  
１．趣 旨 

この要領は、子どもゆめ基金助成金交付要綱（平成１８年４月１日独立行政法人国立

青少年教育振興機構規程第４－１号、以下「交付要綱」という。）第３条第５項及び第

２５条の規定に基づき、子どもの体験活動及び読書活動の振興を図る活動に対する支援

に関し、独立行政法人国立青少年教育振興機構（以下「機構」という。）が行う助成に

ついて、必要な事項を定める。 
 
２．助成対象活動 
（１）助成活動は，交付要綱第３条第１項第１号及び第２号の規定に掲げる活動とし、

特色ある新たな取組や子どもの体験活動の裾野を拡げる取組を中心に助成金の交付

の対象とする。 
   なお、施設整備又は備品購入を目的とする活動、参加者の募集範囲が当該団体の

構成員のみに限定される活動、学校教育として行う活動、舞台芸術や音楽の鑑賞等

のみを目的とした活動については、助成金の交付の対象としない。 
（２）前項の活動が、子どもゆめ基金審査委員会（以下「審査委員会」という。）にお

いて、交付要綱第３条第２項に該当する活動と判断した場合は、助成金の交付の対

象としない。 
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（３）交付要綱第３条第３項第３号イ（地方公共団体を除く。）、ロ及びハに規定する

団体からの補助金等が交付される活動並びに国又は国が出資した基金等に対して補

助金等の交付申請を行っている活動は、助成金の交付の対象としない。 
 
 
３．助成対象団体 
（１）助成金の交付の対象となる団体は、交付要綱第３条第３項に該当し、かつ日本国

内に所在地を有する団体とする。 

（２）機構は、前項の規定にかかわらず、交付要綱第１９条第１項第１号から４号、６

号から８号の規定により助成金の交付取り消しを行ったときは、当該助成活動団体

に対し当該認定の日から５年間を上限に助成金の対象団体から除外することができ

る。 

（３）前項の規定により除外される期間が５年間となった団体は、団体名、代表者名等

について公表するものとする。 
 
４．助成対象経費 
  助成金の交付の対象となる経費は、謝金、旅費、雑役務費及びその他経費とする。 
 
５．助成金の額 
（１）助成金の額は、助成対象経費合計額又は助成金の額の限度額のうちいずれか低い

金額を上限とし、委員会の議を経て決定する。 

（２）１活動あたりの助成金の額は、２万円以上限度額までとする。 

（３）助成金の額の限度額については別表１のとおりとする。ただし、活動実績のない

新規団体への助成については、原則として上限額の２分の１とする。 
 
６．その他 
（１）交付要綱第１１条第１項に基づき理事長が定める軽微な変更は、別表２のとおり

とする。 
（２）この要領に定めるもののほか助成金の交付に関し必要な事項、及びこの要領によ

り難い場合は、理事長が定める。 

 

 

 

附 則 
 この要領は，平成１３年４月１１日から適用する。 
    
  附 則（平成１３年１１月１２日一部改正） 
 この要領は，平成１４年度分の助成金から適用する。 
    
  附 則（平成１４年８月９日一部改正） 
 この要領は，平成１５年度分の助成金から適用する。 
    
  附 則（平成１５年８月２７日一部改正） 
 この要領は，平成１６年度分の助成金から適用する。 
       
  附 則（平成１６年５月２５日一部改正） 
 この要領は，平成１６年６月１日から適用する。 
       
  附 則（平成１７年４月１３日一部改正） 
  この要領は，平成１７年度分の助成金から適用する。 
       
  附 則（平成１７年９月１日一部改正） 
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（３）交付要綱第３条第３項第３号イ（地方公共団体を除く。）、ロ及びハに規定する

団体からの補助金等が交付される活動並びに国又は国が出資した基金等に対して補

助金等の交付申請を行っている活動は、助成金の交付の対象としない。 
 
 
３．助成対象団体 
（１）助成金の交付の対象となる団体は、交付要綱第３条第３項に該当し、かつ日本国

内に所在地を有する団体とする。 

（２）機構は、前項の規定にかかわらず、交付要綱第１９条第１項第１号から４号、６

号から８号の規定により助成金の交付取り消しを行ったときは、当該助成活動団体

に対し当該認定の日から５年間を上限に助成金の対象団体から除外することができ

る。 

（３）前項の規定により除外される期間が５年間となった団体は、団体名、代表者名等

について公表するものとする。 
 
４．助成対象経費 
  助成金の交付の対象となる経費は、謝金、旅費、雑役務費及びその他経費とする。 
 
５．助成金の額 
（１）助成金の額は、助成対象経費合計額又は助成金の額の限度額のうちいずれか低い

金額を上限とし、委員会の議を経て決定する。 

（２）１活動あたりの助成金の額は、２万円以上限度額までとする。 

（３）助成金の額の限度額については別表１のとおりとする。ただし、活動実績のない

新規団体への助成については、原則として上限額の２分の１とする。 
 
６．その他 
（１）交付要綱第１１条第１項に基づき理事長が定める軽微な変更は、別表２のとおり

とする。 
（２）この要領に定めるもののほか助成金の交付に関し必要な事項、及びこの要領によ

り難い場合は、理事長が定める。 

 

 

 

附 則 
 この要領は，平成１３年４月１１日から適用する。 
    
  附 則（平成１３年１１月１２日一部改正） 
 この要領は，平成１４年度分の助成金から適用する。 
    
  附 則（平成１４年８月９日一部改正） 
 この要領は，平成１５年度分の助成金から適用する。 
    
  附 則（平成１５年８月２７日一部改正） 
 この要領は，平成１６年度分の助成金から適用する。 
       
  附 則（平成１６年５月２５日一部改正） 
 この要領は，平成１６年６月１日から適用する。 
       
  附 則（平成１７年４月１３日一部改正） 
  この要領は，平成１７年度分の助成金から適用する。 
       
  附 則（平成１７年９月１日一部改正） 

  この要領は，平成１８年度分の助成金から適用する。 
       
  附 則（平成１８年４月１日一部改正） 
 この要領は，平成１８年４月１日から施行する。 
 
    附 則（平成１９年８月７日一部改正） 
 この要領は，平成２０年度分の助成金から適用する。 
 
    附 則（平成２１年９月８日一部改正） 
 この要領は，平成２２年度分の助成金から適用する。 

 

    附 則（平成２２年８月３０日一部改正） 
 この要領は，平成２３年度分の助成金から適用する。 

 

    附 則（平成２３年８月３０日一部改正） 
 この要領は，平成２４年度分の助成金から適用する。 

 

附 則（平成２４年１２月２６日一部改正） 
 この要領は，平成２４年１２月２６日から適用する。 

 

  附 則（令和３年４月１日一部改正） 

 この要領は，令和３年４月１日から適用する。 

 

  附 則（令和４年６月３０日一部改正） 

 この要領は，令和５年度分の助成金から適用する。 
 
 
別表１ 助成金の額 

 

 

 

 

 

（注）１．１活動あたりの限度額とする。 
２．限度額の範囲内で助成金の額を交付する。 

 
 
別表２ 理事長が定める軽微な変更 

内容の変更 ・活動の目的、規模及び分野の変更を伴わない変更 

経費の変更 ・交付要綱第７条第１項により交付された助成金の額 

の変更を伴わない変更 
 

活動規模 限 度 額 
市区町村規模 １００万円 
都道府県規模 ２００万円 

全国規模 ６００万円 
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子どもゆめ基金助成金交付の基本方針 

 
                           令 和 ５ 年 ８ 月 ２ ５ 日 

                        子どもゆめ基金審査委員会決定 
 
 子どもゆめ基金（以下「基金」という。）による助成は、以下の基本方針により行うも
のとする。 
 
１．基金による助成は、青少年教育に関する団体が行う子どもの体験活動や読書活動を振 

興する活動及び社会教育で活用される子ども向け教材の開発・普及を図る活動を対象と 
する。ただし、以下に掲げる活動は助成の対象としない。 
（１）営利を目的とする活動 
（２）下部組織を有する団体の、専ら下部組織に対する財政支援を目的とする活動 
（３）他の団体への助成活動 
（４）宗教的又は政治的宣伝意図を有する活動 
（５）公序良俗に反する活動 
（６）その他、施設整備又は備品購入を目的とする活動、参加者の募集範囲が当該団体

の構成員のみに限定される活動、学校教育として行う活動、舞台芸術や音楽の鑑賞
等のみを目的とした活動 

 
２．基金による助成は、毎年度、申請に基づき行うものとし、予算の範囲内で、各助成対 

象活動に必要な助成対象経費を上限として、助成金を交付する。 
  その際、全国各地で広く、かつ地域に偏りなく子どもの体験活動や読書活動の機会が 

提供されるよう留意しつつ、特色ある新たな取組や、子どもの体験活動及び読書活動の 
振興を図る取組の裾野を拡げるような活動を中心に助成金を交付する。 

  ただし、青少年教育に関する団体の自主性については、十分尊重されなければならな 
い。 

 
３．基金による助成は、団体の規模に関わらず地域に密着した草の根的な団体、青年や青

年指導者が組織し子どもの体験活動等の振興を図る活動に取り組む団体、及び国の政策
上の課題に対応した活動に取り組む全国規模の団体など、一定の要件を満たすものにつ
いて広く対象とする。 

 
４．基金による助成に当たっては、以下のことに特に留意して行うこととする。 

（１）国又は国が出資した基金等に対して補助金等の交付申請を行っている活動は、助
成金の交付の対象としない。 

（２）同一の団体から複数の活動が提出された場合は、採択優先順位を付し、特定の団
体に対して助成金の交付が集中することがないよう努める。なお、１団体の上限を
概ね２千万円とする。 

（３）全国及び都道府県規模で継続して行う活動への助成は５年間までとする。ただし、
６年目以降については、毎年一定の見直しを行っている場合に限り、助成金交付の
対象とする。 

（４）１活動あたりの限度額については、「子どもゆめ基金助成金子どもの体験活動・
読書活動助成要領」、「子どもゆめ基金助成金子ども向け教材開発・普及活動助成
要領」に定める額とする。 

（５）活動実績のない新規団体への子どもの体験活動及び読書活動の助成については、
原則として限度額の２分の１とする。 

 
５．助成金の受給にあたり、団体が不正その他不適当な行為をした場合、一定期間助成し

ないこととする。 
 
６．採択された活動、助成金の額及び審査委員・専門委員氏名について公表するものとす

る。 
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　近年、社会が豊かで便利になる中で、子供たちの自然体験、社会体験、生活体験などの体験が減
少してきている状況を踏まえ、子供たちの健やかな成長にとって体験がいかに重要であるかを広く
発信し、社会全体で体験活動を推進していくことを目的とした運動です。

体験の風をおこそう運動推進委員会 構成団体（敬称略50音順）
ガールスカウト日本連盟　国立青少年教育振興機構　自然体験活動推進協議会　社会通信教育協会　修養団　全国学校栄養士協議会　全国公民館連合会　
全国子ども会連合会　全国児童養護施設協議会　全国スポーツ推進委員連合　全国ラジオ体操連盟　日本一輪車協会　日本キャンプ協会　日本青年団協議会
日本スポーツ協会日本スポーツ少年団　日本PTA全国協議会　日本ユースホステル協会　日本子守唄協会　日本レクリエーション協会　ハーモニィセンター　
ボーイスカウト日本連盟［21団体］

https://taikennokaze.jp/

「体験の風をおこそう」運動に関する問い合わせ先
体験の風をおこそう運動推進委員会

（事務局：国立青少年教育振興機構）

TEL 03-6407-7718   E-mail taikennokaze@niye.go.jp イメージイラスト：松本零士

とは

　国立青少年教育振興機
構では、自然の中での体
験や遊びを紹介したガイ
ドブック「体験・遊びナ
ビゲーター」を作成しま
した。ホームページから
ダウンロードできます。

https://taikennokaze.jp/navigator

チラシ・ポスター のぼり旗 ver.1 のぼり旗 ver.2

ガイドブック
「体験・遊びナビゲーター」

「体験の風をおこそう推進事業「体験の風をおこそう推進事業」」に参加しませんか。に参加しませんか。

「チラシ・ポスター」「のぼり旗」をご活用ください。「チラシ・ポスター」「のぼり旗」をご活用ください。

　ロゴマーク

　「体験の風をおこそう」運動の趣旨にご賛同いただける団体には、「チラシ・ポスター」�
「のぼり旗」を無料で配布しています。是非、事業での配布・掲示等にご活用ください。
　また、同運動のロゴマークも事業の開催案内に掲載する等ご活用いただいています。
　ご希望の場合は右ページ下部の「体験の風をおこそう運動推進委員会」までご連絡ください。

体験の風をおこそう推進事業
　�　体験の風をおこそう運動推進委員会（事務局：国立青少年教育振興機構）では、全国各地で子供たちやその家
族が一緒に体験できる機会と場の拡充及びその社会的気運の醸成に努めています。
　�　そこで、全国の青少年団体等に呼びかけ、「体験の風をおこそう」運動に賛同して実施していただける事業を募
集しています。令和５年度は、945団体に参加いただき、2,184事業の登録がありました。参加をご希望の場合は、
「体験の風」HP（https://taikennokaze.jp/promote）の専用webフォームからご登録ください。

子ども体験遊びリンピック
　�　体験の風をおこそう
推進事業のうち、特に競
技性のある体験活動を幼
児、小学生、中学生、親子
等を対象に実施する事
業を「子ども体験遊び
リンピック」として併
せて実施しています。
※�子ども体験遊びリン
ピックの事業を実施す
る参加団体には、松本零
士氏（漫画家）がデザ
インしたメダルと賞状
をお送りします。
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　近年、社会が豊かで便利になる中で、子供たちの自然体験、社会体験、生活体験などの体験が減
少してきている状況を踏まえ、子供たちの健やかな成長にとって体験がいかに重要であるかを広く
発信し、社会全体で体験活動を推進していくことを目的とした運動です。

体験の風をおこそう運動推進委員会 構成団体（敬称略50音順）
ガールスカウト日本連盟　国立青少年教育振興機構　自然体験活動推進協議会　社会通信教育協会　修養団　全国学校栄養士協議会　全国公民館連合会　
全国子ども会連合会　全国児童養護施設協議会　全国スポーツ推進委員連合　全国ラジオ体操連盟　日本一輪車協会　日本キャンプ協会　日本青年団協議会
日本スポーツ協会日本スポーツ少年団　日本PTA全国協議会　日本ユースホステル協会　日本子守唄協会　日本レクリエーション協会　ハーモニィセンター　
ボーイスカウト日本連盟［21団体］

https://taikennokaze.jp/

「体験の風をおこそう」運動に関する問い合わせ先
体験の風をおこそう運動推進委員会

（事務局：国立青少年教育振興機構）

TEL 03-6407-7718   E-mail taikennokaze@niye.go.jp イメージイラスト：松本零士

とは

2「早寝早起き朝ごはん」全国協議会の取組2「早寝早起き朝ごはん」全国協議会の取組

「早寝早起き朝ごはん」国民運動「早寝早起き朝ごはん」国民運動
　「早寝早起き朝ごはん」の励行など幼児期からの基本的生活習慣の確立を目指して、
平成18年に「早寝早起き朝ごはん」国民運動がスタートしました。
　国や都道府県をはじめ、各地域や学校でそれぞれの実態に即した多様な取組が展開さ
れています。

1「早寝早起き朝ごはん」全国協議会1「早寝早起き朝ごはん」全国協議会
　「早寝早起き朝ごはん」全国協議会は、子供の望ましい基本的な生活習慣を育成し、生活リズムを向上さ
せ、読書や外遊び・スポーツなど様々な活動に取リ組んでもらうとともに、地域全体で家庭の教育力を支え
る社会的機運の醸成を図るための「早寝早起き朝ごはん」国民運動を推進するために設立されました。PTA
をはじめ、青少年・スポーツ団体、文化関係団体、読書・食育推進団体、企業など、幅広い関係団体等で構
成されています。
　当機構では、「早寝早起き朝ごはん」全国協議会の事務局を運営し、この国民運動を積極的に推進してい
ます。

　　　　会長：遠山敦子（元文部科学大臣）　設立：平成18年４月24日　会員数：314
　　　　※令和６年３月現在

① 普及・啓発資料の作成・配布
　「早寝早起き朝ごはん」とはどういうものなのか、どのような効果があるのかを知っていただくために、
各年齢期に合わせた普及・啓発資料を作成・配布しています。

� �資料はこちら
② ニュースレターの作成 •発行
　会員や都道府県に向け、データや活動報告等を記載したニュースレターを３か月ごとに発行しています。

③「早寝早起き朝ごはん」キャラバン隊事業
　全国各地で、クイズや紙芝居等を行うなど、
子供たちに「早寝早起き朝ごはん」に興味を
持っていただけるよう PRを行っています。

④「早寝早起き朝ごはん」全国フォーラムの実施
　専門家による講演やトークセッション等を通し、子供の生活リズムの重要性に対する知識や理解を深める
ことを目的として実施しています。

第８回春のキッズフェスタ 第10回秋のキッズフェスタ

「早寝早起き朝ごはん」
全国協議会ホームページ　https://www.hayanehayaoki.jp/�
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　NEAL（自然体験活動指導者）とは

　Nature Experience Activity Leaderの略で、自
然の中で感性を磨いたり、土地の伝統文化や食文化に
触れたりと、専門的な知識と技術をもって自然体験活
動の普及や振興に貢献するのが「自然体験活動指導
者」です。自然体験活動には、キャンプ、登山、ハイキン
グ、カヤック、自然観察、農林漁業体験など、多様な
フィールドで様々な活動があります。
「自然体験活動指導者」になるためには、自然体験活
動指導者養成講習を受講し、修了する必要がありま
す。養成団体（養成講習を実施する全国体験活動指導
者認定委員会が認めた団体）は全国各地に存在し、そ
れぞれの養成団体は、共通のカリキュラムに沿って養
成講習を実施しています。　

　趣旨

　子どもの頃の体験は人生の基盤であり、豊富な体験
が、大人になってからのモラル、やる気などの「生きる
力」を養成しています。しかしながら、近年、体力低下や
いじめ・自殺の多発、不登校・ひきこもりの増加など、青
少年の抱える課題が問題となっており、それらは子ど
もの頃の体験の機会が減少していることと無縁ではあ
りません。青少年の抱える課題を解消し、健全な育成を
図るためには、家庭、地域、学校のあらゆる場で、体験活
動の機会を提供することが極めて重要です。
　こうした状況下、青少年をはじめとした多くの人々
の体験活動を推進するため、「全国体験活動指導者認
定委員会」が創設されました。「全国体験活動指導者認
定委員会」では、「自然体験活動指導者」の認定、登録証
の発行、養成のための体系的なカリキュラムの策定等
を行っています。
　国立青少年教育振興機構では、青少年の自然体験活
動を推進するため、NPO法人自然体験活動推進協議
会との官民協働により実施・養成しています。

NEAL（自然体験活動指導者）の紹介NEAL（自然体験活動指導者）の紹介

全国体験活動指導者認定委員会事務局
(国立青少年教育振興機構教育事業部事業企画課)
URL：https://www.niye.go.jp/services/neal.html    
TEL：03-6407-7713・7712
E-mail：honbu-kikaku@niye.go.jp

全国体験活動指導者認定委員会 自然体験活動部会事務局
(NPO法人自然体験活動推進協議会)

TEL：03-5452-4058
URL：https://neal.gr.jp

E-mail： info@neal.gr.jp

お問い合わせ先

　子供の頃の体験は人生の基盤であり、豊富な体験
が、大人になってからのモラル、やる気などの「生きる
力」を養成しています。しかしながら、近年、体力低下や
いじめ・自殺の多発、不登校・ひきこもりの増加など、青
少年の抱える課題が問題となっており、それらは子供
の頃の体験の機会が減少していることと無縁ではあ
りません。青少年の抱える課題を解消し、健全な育成を
図るためには、家庭、地域、学校のあらゆる場で、体験活
動の機会を提供することが極めて重要です。
　こうした状況下、青少年をはじめとした多くの人々
の体験活動を推進するため、「全国体験活動指導者認
定委員会」が創設されました。「全国体験活動指導者認
定委員会」では、「自然体験活動指導者」の認定、登録証
の発行、養成のための体系的なカリキュラムの策定等
を行っています。
　国立青少年教育振興機構では、青少年の自然体験活
動を推進するため、NPO法人自然体験活動推進協議
会との官民協働により実施・養成しています。

　絵本専門士について

　絵本専門士とは、絵本に関する高度な知識、技能及
び感性を備えた絵本の専門家です。絵本専門士養成制
度は、2014年（平成26年）に有識者等で構成される
絵本専門士委員会のご提言を基にスタートしました。
　絵本専門士の役割は、読み聞かせやおはなし会、
ワークショップなど実際に本を使って行う取組み、絵
本に関する知識をもって行う指導・助言、絵本に関す
る自らのネットワークを活かした人的・物的ネット
ワークなど幅広く、活動の場所も幼稚園や学校から図
書館、医療機関まで様々です。
　子供の読書活動の重要性や絵本の読み聞かせの大
切さが指摘される中、絵本専門士は、絵本の魅力や可
能性を伝える指導者として大いに期待されています。 

　絵本専門士養成講座について

　絵本専門士養成講座は、絵本専門士になるために必
性感「」るめ高を能技「」るめ深を識知「(域領のつ3な要

を磨く」)を身に付けるための講座です。講座は、30コ
マの授業(1コマあたり90～120分)と修了課題によ
り構成されます。
　授業は、絵本や子供に関する知識、おはなし会や
ワークショップを運営する技能、絵本の創作や編集に
要する豊かな感性等をバランスよく修得できるよう
な内容となっています。また、絵本に関わる多様な領
域の専門家や実践家を講師として招き、講義、演習等
の様々な形態で実施するとともに、1クラスあたり約
35名を定員として、きめ細かい指導を行うことを特
長としています。
　加えて、各授業における理解を深めるため、授業前
後に発展的な課題に取り組んだり、絵本専門士となっ
た後の活動をイメージして学ぶことができるような
ディスカッションを行ったりすることとしています。
絵本専門士の資格を得るためには、30コマの授業に
おいて一定の成績を修めるとともに、全授業終了後の
修了課題において絵本専門士として必要な資質・能力
を満たしていると評価されることが必要です。これら
の要件を満たすことで、絵本専門士委員会によって絵
本専門士として認定されます。認定後は、絵本専門士
名簿に登録され、希望者はホームページにおいて氏名
等が公開されます。

絵本専門士・絵本専門士養成講座の紹介

絵本専門士委員会事務局(国立青少年教育振興機構教育事業部事業企画課)
URL：https://www.niye.go.jp/services/ehon.html    
TEL：03-6407-7714　FAX:03-6407-7699
E-mail：ehon-senmonshi＠niye.go.jp

お問い合わせ先

絵本専門士・絵本専門士養成講座の紹介

94



　絵本専門士について

　絵本専門士とは、絵本に関する高度な知識、技能及
び感性を備えた絵本の専門家です。絵本専門士養成制
度は、2014年（平成26年）に有識者等で構成される
絵本専門士委員会のご提言を基にスタートしました。
　絵本専門士の役割は、読み聞かせやおはなし会、
ワークショップなど実際に本を使って行う取組み、絵
本に関する知識をもって行う指導・助言、絵本に関す
る自らのネットワークを活かした人的・物的ネット
ワークなど幅広く、活動の場所も幼稚園や学校から図
書館、医療機関まで様々です。
　子供の読書活動の重要性や絵本の読み聞かせの大
切さが指摘される中、絵本専門士は、絵本の魅力や可
能性を伝える指導者として大いに期待されています。 

　絵本専門士養成講座について

　絵本専門士養成講座は、絵本専門士になるために必
性感「」るめ高を能技「」るめ深を識知「(域領のつ3な要

を磨く」)を身に付けるための講座です。講座は、30コ
マの授業(1コマあたり90～120分)と修了課題によ
り構成されます。
　授業は、絵本や子供に関する知識、おはなし会や
ワークショップを運営する技能、絵本の創作や編集に
要する豊かな感性等をバランスよく修得できるよう
な内容となっています。また、絵本に関わる多様な領
域の専門家や実践家を講師として招き、講義、演習等
の様々な形態で実施するとともに、1クラスあたり約
35名を定員として、きめ細かい指導を行うことを特
長としています。
　加えて、各授業における理解を深めるため、授業前
後に発展的な課題に取り組んだり、絵本専門士となっ
た後の活動をイメージして学ぶことができるような
ディスカッションを行ったりすることとしています。
絵本専門士の資格を得るためには、30コマの授業に
おいて一定の成績を修めるとともに、全授業終了後の
修了課題において絵本専門士として必要な資質・能力
を満たしていると評価されることが必要です。これら
の要件を満たすことで、絵本専門士委員会によって絵
本専門士として認定されます。認定後は、絵本専門士
名簿に登録され、希望者はホームページにおいて氏名
等が公開されます。

絵本専門士・絵本専門士養成講座の紹介

絵本専門士委員会事務局(国立青少年教育振興機構教育事業部事業企画課)
URL：https://www.niye.go.jp/services/ehon.html    
TEL：03-6407-7714　FAX:03-6407-7699
E-mail：ehon-senmonshi＠niye.go.jp

お問い合わせ先

絵本専門士・絵本専門士養成講座の紹介
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、野外炊事、SDGsミッ
ションウォークラリーなどの

長崎県と佐賀県にまたがる多良山系の中腹に位置し、眼下
には諫早平野や雲仙、遠くは天草が見えます。沢登りや五
家原岳登山、オリエンテーリングなどの自然体験活動の他、
林間でのランニングや野外バスケットコートを利用したス
ポーツ活動もできます。
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森林環境学習のほか、野外炊事やキャン
プファイヤー

雪あそび

探険

磯観察といった オリエンテーリング

40
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https://yumekikin.niye.go.jphttps://yumekikin.niye.go.jphttps://pr.yume.niye.go.jphttps://pr.yume.niye.go.jp
●子どもゆめ基金助成活動情報サイト●子どもゆめ基金助成活動情報サイト ●子どもゆめ基金サイト●子どもゆめ基金サイト

私たちは持続可能な開発目標（SDGｓ）を支援しています。
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